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＜２０１６年３月期 第２四半期決算のポイント＞ 
 
（対前年） 
【営業利益】は二子玉川ライズ２期開業に伴う不動産賃貸業での減価償却費 
の増加や開業負担などがあったものの、当社鉄軌道業での運賃収入の増加な
どにより、＋７２億円増益となった。 
 
【四半期純利益】は固定資産解体費の計上があったものの、横浜駅西口駅前
土地の売却益の計上があったことなどにより、＋１４４億円増益となった。 
 
（対５月予想） 
【営業利益】は生活サービス事業やホテル・リゾート事業など、全事業セグ
メントで好調に推移し、＋１０１億円増益となった。 
 
【四半期純利益】は固定資産解体費の計上があったものの、営業増益に加
え、持分法投資利益が増加したことなどにより、＋１０４億円増益となっ
た。 
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＜２０１６年３月期 通期予想のポイント＞ 
 
・各事業の好調な進捗を踏まえ、業績予想を上方修正 
 
（対前年） 
【営業利益】は東急ホテルズや当社鉄軌道業が好調に推移するものの、二子
玉川ライズ２期開業負担や不動産販売の減少などにより、▲２５億円の減益
を見込む。 
 
【当期純利益】は固定資産解体費の計上があるものの、横浜駅西口駅前土地
の売却などにより、＋５９億円の増益を見込む。 
 
（対５月予想） 
【営業利益】は当社鉄軌道業や東急ホテルズが好調に推移することなどによ
り、＋４０億円の増益を見込む。下期は、足元が好調なホテル、ストア業な
どを中心に、将来に向けての改装・修繕費の計上を織り込んでいる。 
安定成長を継続するために、今後も成長投資をしっかりと実施していく。 
 
【当期純利益】 
固定資産解体費の計上があるものの、営業増益に加え、法人税等の減少など 
により、＋３０億円の増益を見込む。 
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＜二子玉川再開発＞ 
  
３３年間に渡って開発を進めてきた二子玉川再開発では、２０１５年４月に
２期のショッピングセンターが開業、７月にホテルが開業し、グランドオー
プンした。 
オープン以来、多くの方にご来場いただき、好調に推移している。 
 
９月には２期事業のメインであるオフィスに楽天様が入居し、毎日 
約１０,０００人の社員の方にご利用いただいており、「日本一働きたい
街」に向けて順調に進捗している。 
鉄道事業との相乗効果は想定以上であり、輸送人員、運賃収入ともに増加し
ている。 
 
また、１期のショッピングセンターも好調であり、利益貢献につながってい
る。 
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＜インバウンド集客状況＞ 
  
当社だけではなく、とりわけ大都市圏ではインバウンド効果が表れている。
当社ではホテル、百貨店においてインバウンドのプラスの影響がある。 
 
特にホテルにおいては訪日外国人の増加に伴い、東急ホテルズの 
外国人宿泊数も増加している。 
 
特に渋谷の３ホテル（セルリアンタワー東急ホテル、渋谷エクセルホテル東
急、渋谷東急ＲＥＩホテル）とザ・キャピトルホテル東急の合計では半数以
上が外国人のお客さまとなった。 
 
今後もインバウンド需要を的確に捉えていく。 
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＜長期ビジョンに向けてのロードマップ＞ 
 
当社創立１００周年である、２０２２年にありたい姿として、東急沿線が
『選ばれる沿線』であり続けるための３つの日本一、ひとつの東急を掲げて
いる。 
また、２０２２年度の営業利益の目標として１,０００億円を掲げている。 
 
前中期経営計画（２０１２－２０１４年度）では、渋谷ヒカリエをはじめと 
する４大プロジェクトの開業や東横線・副都心線の相互直通運転開始などが 
寄与し、営業利益は３か年ともに計画を上回って達成した。 
 
現中期経営計画後には渋谷駅南街区、駅街区東棟の開業、 
相鉄・東急直通線の開業が控えており、これらの収益貢献により、 
大きなジャンプを果たす予定。 
 
ステップ期間である現中期経営計画（２０１５－２０１７年度）において
は、２０２２年度の営業利益１,０００億円を確実に達成させるための重要
な期間であり、様々な施策を実施していく。 
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＜現中期３か年経営計画 STEP TO THE NEXT STAGE＞ 
 
現中期経営計画期間（２０１５－２０１７年度）は次なる飛躍へのステップ 
として大事な期間と考えており、スライド記載の重点施策を推進中。 
 
鉄道事業では、ホームドアの設置をはじめとする安全対策と 
相鉄・東急直通線などの鉄道ネットワーク充実を推進している。 
 
不動産事業では、二子玉川ライズ２期、ログロード代官山、 
駅直結型商業施設「エトモ」など沿線開発と渋谷駅街区東棟、 
渋谷駅南街区などの渋谷再開発を推進している。 
 
特に渋谷駅街区東棟ではエンタテイメントシティSHIBUYAの実現に 
向け、渋谷の魅力を更に高めるべく、屋上に日本最大級の規模を誇る 
屋外展望施設を設置し、渋谷の名所にすることで、ますますの発展に 
貢献していく。 
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＜新東急リテールの成長戦略＞ 
  
生活サービス事業は、連結全体の営業収益の約５割を占めているにも関わら
ず、営業利益は連結全体の１割を下回っているという課題があり、改善して
いく必要がある。 
 
今年度から新たに設置したリテール事業部がヘッドクォーターとして、 
全体最適の視点で競争力向上を図る。 
 
「個社の構造改革」はもちろんのこと、「新規開業」や外商機能、東急ベル 
の強化などの「グループ連携」を軸として戦略を策定している。 
 
２０２０年度の営業利益率を１．７％とし、現在からほぼ倍増させる目標と 
しているが、当然のことながら更なる改善を目指す。 
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＜電力小売事業＞ 
  
２０１６年４月からの国内電力小売事業の全面自由化に合わせて、 
一般家庭に向けた電力サービスの提供を開始するため、 
「東急パワーサプライ」を設立した。 
 
営業面ではケーブルテレビなどの既にある多くの地域密着事業としての 
顧客接点を活用し、１０年間で約５０万世帯の獲得を目標とする。 
 
サービス面では東急グループの各種商品・サービスと組み合わせた 
セット販売やリーズナブルな料金設定を予定している。 
 
更に、生活必需品であり、顧客接点として高い継続性を持つ 
電力サービスをきっかけとして他の生活サービス事業をはじめ、 
東急グループの既存事業のビジネス拡大も目指す。 
 
まずは当社沿線を中心にサービスを展開していく。 
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＜空港運営事業への参入＞ 
  
当社が代表企業である「東急前田豊通グループ」が 
空港民営化１号案件である仙台空港運営事業の優先交渉権者として 
選定され、９月３０日に国土交通省と基本協定を締結した。 
 
ＰＦＩ事業規模の拡大と訪日旅行者数の増加により成長が見込めること、 
交通事業、開発事業などを手掛けてきた東急グループのノウハウが生かせる 
ことなどが当社が空港運営事業に参画する意義である。 
 
空港運営事業単独で収益を獲得するのではなく、空港運営事業を通じて 
「空港」という拠点を一つの「ゲート」としてとらえることで、新たな観光
ルートの展開にあたり、他の空港や新幹線等の交通機関との連携が可能にな
るなど、様々な広がりがあることがこの事業の魅力であると考えている。 
 
また、航空ネットワークの拡充や空港アクセスの利便性向上により仙台空港
を更に成長させていき、東北地域の復興にも貢献したい。 
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＜自己株式取得について＞ 
  
２０１５年５月に決議した自己株式取得については既に取得済み。 
これで２年連続で１００億円の自己株式取得となる。 
引き続き機動的に自己株式取得の実施を検討していきたい。 
  
 
＜コーポレートガバナンス・コード関連＞ 
  
２０１５年１１月１０日にコーポレートガバナンス報告書を提出した。 
 
コーポレートガバナンス・コードの全７３項目に対しては、 
基本的に対応が完了しており、原則complyとなっている。 
 
ただし、「株主総会招集通知の英訳」「取締役会の実効性に関する 
分析・評価」の２項目については、現時点で対応実績がないため、 
今年度（２０１５年度）に限ってexplainとしている。 
 
また、経営の公正性と透明性のより一層の向上を図るため、 
「コーポレートガバナンスガイドライン」を制定し、ホームページ上で 
公開している。 
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